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６．個別中間財務諸表等 
（１） 中間貸借対照表 

 
前中間会計期間末 
（平成 14 年 9 月 30 日） 

当中間会計期間末 
（平成 15 年 9 月 30 日） 

対前中間
期比 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
（平成 15 年 3 月 31 日） 

区分 金額（千円） 構 成 比  
(％) 

金額（千円） 構 成 比  
(％) 
増 減 
（千円） 

金額（千円） 構 成 比  
(％) 

（資産の部）        

Ⅰ流動資産       

1.現金及び預金 ※2 937,478  1,219,470    1,238,060

2.受取手形  301,591  269,190    226,439

3.売掛金 4,443,257  5,034,368    4,185,372

4.たな卸資産 16,093  16,093    16,093

5.繰延税金資産 21,253  9,845    18,747

6.その他 ※4 680,237  336,799    491,245

貸倒引当金 △3,903  △1,061    △3,289

流動資産合計   6,396,006 54.7  6,884,705 53.8 488,699 6,172,668 53.1

Ⅱ固定資産        

1.有形固定資産 ※１，２       

（１）建物 1,154,520  1,379,875    1,160,959

（２）機械及び装置 －  120,841    60,060

（３）土地 2,695,034  2,896,090    2,695,034

（４）建設仮勘定 －  －    11,178

（５）その他 278,727   250,344    224,392

計 4,128,281   4,647,151   518,869 4,151,625

2.無形固定資産  40,200   91,369   51,169 59,383

3.投資その他の資産       

（１）投資有価証券  57,920  91,454    122,713

（２）関係会社株式  758,253  768,253    768,253

（３）繰延税金資産  197,845  168,267    211,346

（4）その他  125,578  141,697    141,701

貸倒引当金  △1,356   △968    △1,160

計  1,138,241   1,168,704   30,463 1,242,854

固定資産合計   5,306,723 45.3  5,907,226 46.2 600,502 5,453,863 46.9

資産合計  11,702,729 100.0  12,791,931 100.0 1,089,201 11,626,532 100.0

半期報告書の電子開示（ＥＤＩＮＥＴ）対応に合わせ、１期２列方式で記載しております。
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前中間会計期間末 
（平成 14 年 9 月 30 日） 

当中間会計期間末 
（平成 15 年 9 月 30 日） 

対前中間
期比 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
（平成 15 年 3 月 31 日） 

区分 金額（千円） 構 成 比  
(％) 

金額（千円） 構 成 比  
(％) 
区分 金額（千円） 構 成 比  

(％) 

（負債の部）          

Ⅰ流動負債          

1.支払手形  2,504,390  2,994,231    2,369,195  

2.買掛金  1,907,891  2,000,883    1,765,182  

3.短期借入金 ※2，５ 1,940,671  2,392,900    2,320,578  

4.一年以内返済予   
 定の長期借入金 

※2 483,200  222,500    379,100  

5.賞与引当金  39,920  4,300    24,820  

6.その他  282,315  136,532    294,717  

流動負債合計   7,158,389 61.2  7,751,348 60.6 592,958  7,153,593 61.5

Ⅱ固定負債          

1.長期借入金 ※2 680,100  657,600    567,600  

2.退職給付引当金  96,871  12,757    79,998  

3.役員退職慰労 
引当金  

336,234  371,989    364,712  

4.その他  40,221  34,257    40,705  

固定負債合計   1,153,427 9.8  1,076,605 8.4 △76,821  1,053,015 9.1

負債合計  8,311,816 71.0  8,827,953 69.0 516,136  8,206,608 70.6
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前中間会計期間末 
（平成 14 年 9 月 30 日） 

当中間会計期間末 
（平成 15 年 9 月 30 日） 

対前中間
期比 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
（平成 15 年 3 月 31 日） 

区分 金額（千円） 構 成 比  
(％) 

金額（千円） 構 成 比  
(％) 
区分 金額（千円） 構 成 比  

(％) 

（資本の部）       

Ⅰ資本金  460,560 3.9 460,560 3.6 －  460,560 4.0

Ⅱ資本剰余金        

1.資本準備金 368,310  368,310   368,310  

資本剰余金合計  368,310 3.2 368,310 2.9 －  368,310 3.1

Ⅲ利益剰余金        

1.利益準備金 97,827  97,827    97,827  

2.任意積立金 1,801,162  2,151,162    1,801,162  

3.中間(当期)未処分 
利益 

663,915  881,516    715,571  

利益剰余金合計  2,562,906 21.9 3,130,506 24.5 567,600  2,614,561 22.5

Ⅳその他有価証券 
評価差額金 

 △682 △0.0 4,781 0.0 5,464  △23,327 △0.2

Ⅴ自己株式  △180 △0.0 △180 △0.0 －  △180 △0.0

資本合計  3,390,912 29.0 3,963,978 31.0 573,065  3,419,923 29.4

負債及び資本合計  11,702,729 100.0 12,791,931 100.0 1,089,201  11,626,532 100.0
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（２） 中間損益計算書 

前中間会計期間 当中間会計期間 
前会計年度の 
要約損益計算書 

 

(自 平成14年4月 1日至 平成14年9月30日) (
自 平成15年4月 1日
至 平成15年9月30日) 

対前中間
期比 
(自 平成14年4月 1日至 平成15年3月31日) 

区分 金額（千円） 百 分 比  
(％) 

金額（千円） 百 分 比  
(％) 
増 減 
（千円） 

金額（千円） 百 分 比  
(％) 

        

Ⅰ売上高   6,862,312 100.0  8,056,071 100.0 1,193,758 13,652,665 100.0

Ⅱ売上原価 ※1  6,083,470 88.6  7,115,030 88.3 1,031,559 12,440,777 91.1

売上総利益   778,842 11.4  941,041 11.7 162,199 1,211,888 8.9

Ⅲ販売費及び 
 一般管理費 

※1  236,904 3.5  231,150 2.9 △5,753 474,832 3.5

営業利益   541,938 7.9  709,891 8.8 167,952 737,055 5.4

Ⅳ営業外収益 ※2   33,515 0.5  63,881 0.8 30,365 63,718 0.5

Ⅴ営業外費用 ※3   33,130 0.5  39,201 0.5 6,070 69,539 0.5

経常利益   542,323 7.9  734,571 9.1 192,248 731,234 5.4

Ⅵ特別利益 ※4   4,033 0.1  2,926 0.0 △1,107 16,964 0.1

Ⅶ特別損失 ※５  14,012 0.2  9,109 0.1 △4,902 25,209 0.2

税引前中間（当期）
純利益 

 532,345 7.8  728,388 9.0 196,043 722,990 5.3

法人税、住民税 
及び事業税 

60,386  86,075    195,047

法人税等調整額 △16,650 43,736 0.7 32,927 119,003 1.4 75,267 △12,322 182,725 1.3

中間（当期）純利益  488,609 7.1  609,385 7.6 120,776 540,264 4.0

前期繰越利益  175,306 2.6  272,131 3.3 96,824 175,306 1.2

中間（当期）未処分
利益 

 663,915 9.7  881,516 10.9 217,600 715,571 5.2
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 
項目 

(自 平成14年４月 １日至 平成14年9月30日) (
自 平成15年４月 １日
至 平成15年9月30日) (

自 平成14年4月 1日
至 平成15年3月31日) 

（１）有価証券 （１）有価証券 （１）有価証券 
①子会社株式 
移動平均法による原価法 

①子会社株式 
同 左 

①子会社株式 
同 左 

②その他有価証券 ②その他有価証券 
時価のあるもの 時価のあるもの 

②その他有価証券 
時価のあるもの 
中間決算末日の市場価
格等に基づく時価法 
（評価差額は、全部資本
直入法により処理し、売却
原価は、移動平均法により
算定） 

同 左 

決算日の市場価格等に
基づく時価法 
（評価差額は、全部資本
直入法により処理し、売却
原価は、移動平均法により
算定） 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 
移動平均法による原価法 同 左 同 左 

（２）デリバティブ （２）デリバティブ （２）デリバティブ 

１．資産の評価基準及
び評価方法 

時価法 同 左 同 左 
 （３）たな卸資産 

販売用不動産 
個別法による原価法 

（３）たな卸資産 
販売用不動産 

同 左 

（３）たな卸資産 
販売用不動産 

同 左 
（１）有形固定資産 （１）有形固定資産 （１）有形固定資産 
定率法を採用しておりま
す。 
ただし平成１０年４月１日
以降に取得した建物（建物
附属設備を除く）について
は、定額法を採用しており
ます。 
なお、少額減価償却資産
については事業年度毎に
一括して3年間で均等償却
する方法を採用しておりま
す。 
主な耐用年数は以下のと
おりであります。 
建物    7年～50年 

定率法を採用しておりま
す。 
ただし平成１０年４月１日
以降に取得した建物（建物
附属設備を除く）について
は、定額法を採用しておりま
す。 
なお、少額減価償却資産
については事業年度毎に
一括して3年間で均等償却
する方法を採用しておりま
す。 
主な耐用年数は以下のと
おりであります。 
建物       
    7年～50年 
機械及び装置 
    2年～13年 

定率法を採用しておりま
す。 
ただし平成１０年４月１日
以降に取得した建物（建物
附属設備を除く）について
は、定額法を採用しておりま
す。 
なお、少額減価償却資産
については事業年度毎に
一括して3年間で均等償却
する方法を採用しておりま
す。 
主な耐用年数は以下のと
おりであります。 
建物    7年～50年 

（２）無形固定資産 （２）無形固定資産 （２）無形固定資産 

２．固定資産の減価償
却の方法 

定額法を採用しておりま
す。 
ただし、ソフトウェア（自社
利用分）については、社内
における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用
しております。 
 

同 左 同 左 
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

項目 
(自 平成14年４月 １日至 平成14年9月30日) (

自 平成15年４月 １日
至 平成15年9月30日) (

自 平成14年4月 1日
至 平成15年3月31日) 

（１）貸倒引当金 （１）貸倒引当金 （１）貸倒引当金 ３．引当金の計上基準 

 

債権等の貸倒れによる損
失に備えるため、一般債権
については貸倒実績率（法
人税法の経過措置による法
定繰入率が貸倒実績率を
超える場合には法定繰入
率）により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個
別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上して
おります。 

同 左 同 左 

（２）賞与引当金 （２）賞与引当金 （２）賞与引当金 
賞与の支給に備えるた
め、支給見込額に基づき計
上しております。 

同 左 同 左 

（３）退職給付引当金 （３）退職給付引当金 （３）退職給付引当金 

 

従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づ
き、当中間会計期間末にお
いて発生していると認めら
れる額を計上しております。 

従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務の見
込額に基づき、当中間会計
期間末において発生してい
ると認められる額を計上して
おります。 

従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務の見
込額に基づき、当事業年度
末において発生していると
認められる額を計上してお
ります。 

（４）役員退職慰労引当金 （４）役員退職慰労引当金 （４）役員退職慰労引当金  

役員の退職慰労金の支
払いに備えるため、内規に
基づく中間期末要支給額を
計上しております。 

同 左 

役員の退職慰労金の支
払いに備えるため、内規に
基づく期末要支給額を計上
しております。 

４．リース取引の処理
方法 

リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によって
おります。 

同 左 同 左 
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

項目 
(自 平成14年４月 １日至 平成14年9月30日) (

自 平成15年４月 １日
至 平成15年9月30日) (

自 平成14年4月 1日
至 平成15年3月31日) 

５．ヘッジ会計の方法 （１）ヘッジ会計の方法 （１）ヘッジ会計の方法 （１）ヘッジ会計の方法 
 繰延ヘッジ処理によって

おります。 
同 左 同 左 

 （２）ヘッジ手段とヘッジ対象 （２）ヘッジ手段とヘッジ対象 （２）ヘッジ手段とヘッジ対象 
 (ヘッジ手段) 

金利スワップ 
(ヘッジ手段) 

同 左 
(ヘッジ手段) 

同 左 
 (ヘッジ対象) 

借入金の利息 
(ヘッジ対象) 

同 左 
(ヘッジ対象) 

同 左 
 （３）ヘッジ方針 （３）ヘッジ方針 （３）ヘッジ方針 
 借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利スワ
ップ取引を行っており、ヘッ
ジ対象の識別は個別契約
毎に行っております。 

同 左 同 左 

 （４）ヘッジ有効性評価の方法 （４）ヘッジ有効性評価の方法 （４）ヘッジ有効性評価の方法 
 ヘッジ対象に係る変動金

利のインデックスとヘッジ手
段の受払いに係る変動金
利のインデックスが、一致し
ており、相場変動による相
関関係が完全に確保されて
いるため、決算日における
有効性の判定を省略してお
ります。 

同 左 同 左 
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 
項目 

(自 平成14年４月 １日至 平成14年9月30日) (
自 平成15年４月 １日
至 平成15年9月30日) (

自 平成14年4月 1日
至 平成15年3月31日) 

（１）消費税等の会計処理 （１）消費税等の会計処理 （１）消費税等の会計処理 ６．その他中間財務諸
表（財務諸表）作成
のための基本となる
重要な事項 

消費税等の会計処理は、
税抜き処理によっておりま
す。 

同 左 同 左 

 ―――― ―――― （２）自己株式及び法定準備金
の取崩等に関する会計基準 
「自己株式及び法定準備
金の取崩等に関する会計
基準」（企業会計基準第１
号）が平成14年4月1日以後
に適用されることになったこ
とに伴い、当事業年度から
同会計基準によっておりま
す。これによる当事業年度
の損益に与える影響は軽微
であります。 
なお、財務諸表等規則の
改正により、当事業年度に
おける貸借対照表の資本の
部については、改正後の財
務諸表等規則により作成し
ております。 

 ―――― ―――― （３）１株当たり情報 
「１株当たり当期純利益に
関する会計基準」（企業会
計基準第２号）及び「１株当
たり当期純利益に関する会
計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針４号）が
平成14年4月1日以後開始
する事業年度に係る財務諸
表から適用されることになっ
たことに伴い、当事業年度
から同会計基準及び適用
指針によっております。 
なお、これによる影響に
ついては、「1株当たり情報
に関する注記」に記載して
おります。 
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表示方法の変更 

前中間会計期間 当中間会計期間 

(自 平成14年４月 １日至 平成14年9月30日) (自 平成15年４月 １日至 平成15年9月30日) 
（中間貸借対照表） 
「関係会社株式」は、前中間期まで投資その他の資産
の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間期末
において資産の１００分の５を超えたため区分掲記しまし
た。 
なお、前中間期末の「関係会社株式」の金額は60,000
千円であります。 
 

―――― 

―――― 
 
 
 
 
 
 
 
（中間貸借対照表） 
「機械及び装置」は、前中間期まで有形固定資産の
「その他」に含めて掲記しておりましたが、金額的に重要
性が増したため区分掲記しました。 
なお、前中間期の「機械及び装置」の金額は67,643千
円であります。 

 

追加情報 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

(自 平成14年４月 １日至 平成14年9月30日) (自 平成15年４月 １日至 平成15年9月30日) (自 平成14年4月 1日至 平成15年3月31日) 
（自己株式及び法定準備金取崩
等会計） 
当中間期から「自己株式及び法
定準備金の取崩等に関する会計
基準」（企業会計基準第1号）を適
用しております。これによる当中間
期の損益に与える影響は軽微であ
ります。 
なお、中間財務諸表等規則の改
正により、当中間期における中間
貸借対照表の資本の部について
は、改正後の中間財務諸表等規則
により作成しております。 
これに伴い、前中間期において
資産の部に計上していた「自己株
式」（流動資産180千円）は、当中間
期末においては資本に対する控除
項目としております。 
 

―――― ―――― 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

（平成 14 年 9 月 30 日） （平成 15 年 9 月 30 日） （平成 15 年 3 月 31 日） 
※1. 有形固定資産の減価償却累計額 ※1. 有形固定資産の減価償却累計額 ※1. 有形固定資産の減価償却累計額 

988,387 千円 1,107,613 千円 1,057,499 千円 
※2. 担保に供している資産及びこれ
に対応する債務は次のとおりであり
ます。 

 ※2. 担保に供している資産及びこれ
に対応する債務は次のとおりであり
ます。 

 ※2. 担保に供している資産及びこれ
に対応する債務は次のとおりであり
ます。 

（１）担保に供している資産 （１）担保に供している資産  （１）担保に供している資産 
建物 
土地 

408,773 千円 
1,100,830 千円 

計 1,509,604 千円 

現金及び預金 
建物 
土地 

20,000 千円 
358,682 千円 
704,935 千円 

現金及び預金 
建物 
土地 

20,000 千円 
386,765 千円 
1,081,248 千円 

 

  

 

計 1,083,618 千円 

 
 

計 1,488,014 千円 
（２）上記に対応する債務  （２）上記に対応する債務  （２）上記に対応する債務 
一年以内返済 
予定の長期借入金 
長期借入金 

483,200 千円 
 

680,100 千円 

 

計 1,163,300 千円 

  短期借入金 
一年以内返済 
予定の長期借入金 
長期借入金 

100,000 千円 
222,500 千円 

 
657,600 千円 

  短期借入金 
一年以内返済 
予定の長期借入金 
長期借入金 

200,000 千円 
379,100 千円 

 
567,600 千円 

 

     計 980,100 千円   計 1,146,700 千円  
3. 保証債務残高  3. ――――  3. 保証債務残高 

住宅購入者に対する金融
機関のつなぎ融資について、
保証を行っております。 

 住宅購入者に対する金融
機関のつなぎ融資について、
保証を行っております。 

住宅購入者（1名）    住宅購入者（2名） 
 17,600 千円   34,400 千円  
なお、住宅購入者に係る保証
は、公的資金が実行になるまで
の一時的な保証であります。 

 なお、住宅購入者に係る保証
は、公的資金が実行になるまでの
一時的な保証であります。 

※4. 消費税等の取扱い 
仮払消費税等及び仮受消費
税等は、相殺のうえ、金額的重要
性が乏しいため、流動資産の「そ
の他」に含めて表示しておりま
す。 

※4.消費税等の取扱い 
 
 

同 左 

※4. ― 
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前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 
（平成 14 年 9 月 30 日） （平成 15 年 9 月 30 日） （平成 15 年 3 月 31 日） 

※5.当座貸越契約 
当社においては、運転資金の
効率的な調達を行うため取引銀
行６行と当座貸越契約を締結して
おります。これら契約に基づく当
中間会計期間末の借入未実行
残高は、次のとおりであります。 

当座貸越極度額  1,600,000 千円 

借入実行残高 ― 

差引額 1,600,000 千円 
 

※5.当座貸越契約及び貸出コミットメ
ント契約 
当社においては、運転資金の
効率的な調達を行うため取引銀
行６行と当座貸越契約及び貸出
コミットメント契約を締結しておりま
す。これら契約に基づく当中間会
計期間末の借入未実行残高は、
次のとおりであります。 
なお、当中間会計期間の純資
産額が一定金額以上であることを
保証する財務制限条項が付され
ております。 

※5.当座貸越契約及び貸出コミットメ
ント契約 
当社においては、運転資金の
効率的な調達を行うため取引銀
行７行と当座貸越契約及び貸出
コミットメント契約を締結しておりま
す。これら契約に基づく当事業年
度末の借入未実行残高は、次の
とおりであります。 
なお、当該事業年度の純資産
額が一定金額以上であることを
保証する財務制限条項が付され
ております。 

     当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額 

3,0000,000 千円 
  当座貸越極度額及び

貸出コミットメントの総額 
3,200,000 千円  

     借入実行残高 100,000 千円   借入実行残高 200,000 千円  
     差引額 2,900,000 千円   差引額 3,000,000 千円  

 

 

 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

(自 平成14年４月 １日至 平成14年9月30日) (自 平成15年４月 １日至 平成15年9月30日) (自 平成14年4月 1日至 平成15年3月31日) 
※1. 減価償却実施額 ※1. 減価償却実施額 ※1. 減価償却実施額 
 有形固定資産 64,366 千円   有形固定資産 84,925 千円  有形固定資産 142,192 千円  
 無形固定資産 3,195 千円   無形固定資産 5,953 千円  無形固定資産 7,242 千円  
※2. 営業外収益の主要項目 ※2. 営業外収益の主要項目 ※2. 営業外収益の主要項目 
 受取利息 8,688 千円   受取利息 13,239千円   受取利息 20,077 千円  
 仕入割引 14,274 千円   仕入割引 16,713千円   仕入割引 31,085 千円  
 投資有価証券 
売却益 

6,975 千円 
  投資有価証券 
売却益 

28,730千円 
  投資有価証券
売却益 

6,975 千円 
 

※3. 営業外費用の主要項目 ※3. 営業外費用の主要項目 ※3. 営業外費用の主要項目 
 支払利息 33,130 千円  支払利息 35,851 千円   支払利息 68,289 千円  
※4. 特別利益の主要項目 ※4. 特別利益の主要項目 ※4. 特別利益の主要項目 
 車両運搬具売却益 503 千円  車両運搬具売却益 506 千円   車両運搬具売却益 596 千円  
    貸倒引当金戻入益 2,420千円      
※5. 特別損失の主要項目 ※5. 特別損失の主要項目 ※5. 特別損失の主要項目 
 建物除却損 1,325 千円  車両運搬具売却損 2,237千円   車両運搬具売却損 63 千円  
 構築物除却損 278 千円  建物除却損 6,151千円   建物除却損 5,014 千円  

構築物除却損 316 千円 構築物除却損 278 千円  投資有価証券 
評価損 

11,367 千円 
 
車両運搬具除却損 361 千円 

   
投資有価証券 
評価損 

18,812 千円 
    工具器具備品除却損 41 千円   
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①リース取引関係 
前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

(自 平成14年４月 １日至 平成14年9月30日) (自 平成15年４月 １日至 平成15年9月30日) (自 平成14年4月 1日至 平成15年3月31日) 
１.リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引 

（１）借主側 
①リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び中間期末残高相
当額 

（１）借主側 
①リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び中間期末残高相
当額 

（１）借主側 
①リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び期末残高相当額 

 取得価額 
相当額 

減価償却  
累計額相当額 

中間期末  
残 高 相 当 額  

  取得価額 
相当額 

減価償却  
累計額相当額 

中間期末  
残 高 相 当 額  

  取得価額 
相当額 

減価償却  
累計額相当額 

中間期末  
残 高 相 当 額  

 

 千円 千円 千円  

 

 千円 千円 千円   千円 千円 千円 
 機 械
及び装置  
594,218 288,097 306,121 

機 械
及び装置  

796,660 356,763 439,897 
 

 

機 械
及び装置  

929,218 357,551 571,667 

  

 
工具器具  
備 品 

4,050 3,915 135 
  
その他 23,315 17,729 5,585 

 

 工具器具  
備 品 

2,678 1,796 881 

  

 
その他 46,665 37,132 9,533 

  
合計 819,975 374,492 445,482 

 
 その他 50,715 43,679 7,035 

  

 
合計 644,934 329,144 315,789 

  
    

 
 合計 982,612 403,027 579,584 

 

   
②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 
 1 年内 100,034 千円  1 年内 135,487 千円   1 年内 145,827 千円  
 1 年超 228,678 千円  1 年超 378,505 千円   1 年超 445,278 千円  
 計 328,712 千円  計 513,992 千円   計 591,106 千円  
③支払リース料、減価償却費相当額及び
支払利息相当額 

③支払リース料、減価償却費相当額及び
支払利息相当額 

③支払リース料、減価償却費相当額及び
支払利息相当額 

 支払リース料 57,301 千円  支払リース料 83,245 千円   支払リース料 136,294 千円  
 減価償却費相当額 51,529 千円  減価償却費相当額 107,891 千円   減価償却費相当額 123,883 千円  
 支払利息相当額 5,723 千円  支払利息相当額 6,131 千円   支払利息相当額 12,110 千円  
④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

⑤支払利息相当額の算定方法 ⑤支払利息相当額の算定方法 ⑤支払利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価
額相当額の差額を支払利息相当額と
し、各期の配分方法については、利息
法によっております。 

同左 同左 
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

(自 平成14年４月 １日至 平成14年9月30日) (自 平成15年４月 １日至 平成15年9月30日) (自 平成14年4月 1日至 平成15年3月31日) 
（２）転貸リース （２）転貸リース （２）転貸リース 
上記借主側のファイナンス・リース取
引には、おおむね同一の条件で関係
会社に転貸リースしている取引が含ま
れております。 
なお、当該転貸リース取引に係る貸
主側の未経過リース料中間期末残高
相当額は、次のとおりであります。 

同 左 

上記借主側のファイナンス・リース取
引には、おおむね同一の条件で関係
会社に転貸リースしている取引が含ま
れております。 
なお、当該転貸リース取引に係る貸
主側の未経過リース料期末残高相当
額は、次のとおりであります。 

1 年内 112,017 千円 1 年内 148,621 千円 1 年内 160,839 千円 
1 年超 251,841 千円 1 年超 411,644 千円 1 年超 485,066 千円 
計 363,859 千円 計 560,266 千円 計 645,905 千円 

（３）貸主側 （３）貸主側 （３）貸主側 
①リース物件の取得価額、減価償却累計
額及び中間期末残高 

①リース物件の取得価額、減価償却累計
額及び中間期末残高 

①リース物件の取得価額、減価償却累計
額及び期末残高 

   
 
取得価額 

減価償却 
累計額 

中間期末 
残 高 

  
取得価額 

減価償却 
累計額 

中間期末 
残 高 

  取得価額 
減価償却 
累計額 

中間期末 
残 高 

 
 
 千円 千円 千円   千円 千円 千円   千円 千円 千円 
 
建物 1,345,090 448,029 897,060

  
建物 1,664,644 536,038 1,128,605  

 

建物 1,414,990 491,526 923,463 

  機械
及び
装置 

104,497 48,978 55,519
機械
及び
装置 

170,876 65,677 105,198  

 機械
及び
装置 

104,497 55,380 49,116 

  工具
器具 
備品 

8,742 6,141 2,600 その他 58,827 14,214 44,612   
工具
器具 
備品 

8,742 6,477 2,264 

  
合計 1,458,330 503,149 955,180

 
合計 1,894,347 615,930 1,278,416

 
 合計 1,528,230 553,384 974,854 

   
②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 
 1 年内 89,749 千円  1 年内 98,036 千円   1 年内 66,195 千円  
 1 年超 1,297,519 千円  1 年超 1,379,549 千円   1 年超 1,042,107 千円  
 計 1,387,268 千円  計 1,477,585 千円   計 1,108,302 千円  

（注） 
未経過リース料中間期末残高相当
額は、未経過リース料中間期末残高相
当額及び見積残存価額の残高の合計
額が、営業債権の中間期末残高等に
占める割合の金額的重要性が高くなっ
たため、当中間会計期間より原則法で
算定しております。 
なお、受取利息込み法により算定し
た場合には、次のとおりとなります。 

（注） 
未経過リース料期末残高相当額は、
未経過リース料期末残高相当額及び
見積残存価額の残高の合計額が、営
業債権の期末残高等に占める割合の
金額的重要性が高くなったため、当事
業年度より原則法で算定しておりま
す。 
なお、受取利息込み法により算定し
た場合には、次のとおりとなります。 

（注） 
未経過リース料中間期末残高相当
額は、未経過リース料中間期末残高
相当額及び見積残存価額の残高の合
計額が、営業債権の中間期末残高等
に占める割合が低いため、受取利息
込み法により算定しております。 

1 年内 126,182 千円 1 年内 94,370 千円 
 1 年超 1,812,840 千円 1 年超 1,439,552 千円 
 計 1,939,022 千円 計 1,533,922 千円 
   
③受取リース料及び減価償却費 ③受取リース料、減価償却費及び受取 

利息相当額 
③受取リース料、減価償却費及び受取 
利息相当額 

 受取リース料 37,677 千円  受取リース料 46,174 千円   受取リース料 59,439 千円  
 減価償却費 38,047 千円  減価償却費 58,176 千円   減価償却費 88,282 千円  
    受取利息相当額 11,278 千円   受取利息相当額 26,150 千円  
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

(自 平成14年４月 １日至 平成14年9月30日) (自 平成15年４月 １日至 平成15年9月30日) (自 平成14年4月 1日至 平成15年3月31日) 
２．オペレーティング・リース取引（貸主側） ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引（貸主側） 
未経過リース料中間期末残高相当額 （１）借主側 未経過リース料期末残高相当額 
 1 年内 82,185 千円  未経過リース料中間期末残高相当額 1 年内 80,192 千円 
 1 年超 44,381 千円   1 年内 1,317 千円   1 年超 12,667 千円  
 計 126,566 千円   1 年超 3,184 千円   計 92,859 千円  
     計 4,501 千円      
    （２）貸主側     
    未経過リース料中間期末残高相当額     
     1 年内 77,736 千円      
     1 年超 40,942 千円      
     計 118,679 千円  
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②有価証券関係 
 

前中間会計期間末（平成１４年９月３０日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

当中間会計期間末（平成１５年９月３０日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

前事業年度末（平成１５年３月３１日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 
 
 
（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 

   
   
   

 


